
庁 議 案 件  Ｎｏ．１     

平成３０年２月１３日 

所 管   総 務 局 行 政 部  

 

件  名 平成３０年度組織改正（案）について 

経過・現状 

 

政 策 課 題 

 

○  少子高齢化や人口減少社会の進展により、本市を含む地方公共団体を取り

巻く社会経済情勢が変化している中、さまざまな分野において市民ニーズも

多様化、高度化している。 

○ こうした状況に柔軟に対応し、堺市マスタープランに掲げる本市のめざすべ

き将来像の実現に向けた持続可能な都市経営を図るためには、引き続き、そ

のリーディングプロジェクトである「堺・３つの挑戦」のほか、「市民が安心、

元気なまちづくり」と「都市内分権の推進」に重点的に取り組んでいく必要

がある。 

○ これらの取組の実現に資する簡素で効率的な組織体制を構築するため、これ

まで「重要施策の推進体制の強化」「喫緊の課題への対応」「組織のスリム化・

合理化」を基本的な方針として、組織体制を整備してきた。 

 

 

対 応 方 針 

 

今後の取組 

（ 案 ） 

 

○ 平成３０年度についても、「重要施策の推進体制の強化」「喫緊の課題への対

応」「組織のスリム化・合理化」を念頭に置き、組織改正に取り組む。 

○ ４月１日からの新たな組織での事務執行に向け、今後、堺市事務分掌条例（昭

和４７年条例第８号）のほか関係例規の整備を行う予定である。 

 

【主な改正内容】 

・女性センターの教育委員会事務局からの移管と 

男女共同参画推進担当部長の部組織化（市民人権局） 

・耐震化推進室の課組織化（建築都市局） 

・救急部の新設（消防局）              など 

 

効果の想定 

市民サービスの維持・向上に資する効率的かつ効果的な行政運営の確保が可

能となる。 

[組織数の比較] 

 平成２９年４月１日 平成３０年１月１日 改正案（増減） 

局  ２２  ２２  ２２（ － ） 

部  ８８  ８９  ９０（＋１） 

課 ３１５ ３１０ ３１１（＋１） 

・平成３０年１月１日の組織数は、市税事務所統合に伴う組織改正後の数値 

・改正案の増減数は、平成３０年１月１日の組織数と比較した数値 

・部には担当部長を、課には担当課長を含む。 

関係局との 

政 策 連 携 
全庁 
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平 成 ３ ０ 年 度 組 織 改 正 の 概 要（案） 

 

１ 全 体 方 針 

少子高齢化や人口減少社会の進展により、本市を含む地方公共団体を取り巻く社会経

済情勢が変化している中、さまざまな分野において市民ニーズも多様化、高度化してい

ます。 

こうした状況に柔軟に対応し、堺市マスタープランに掲げる本市のめざすべき将来像

の実現に向けた持続可能な都市経営を図るためには、引き続き、そのリーディングプロ

ジェクトである「堺・３つの挑戦」のほか、「市民が安心、元気なまちづくり」と「都市

内分権の推進」に重点的に取り組んでいく必要があります。 

本市では、これらの取組の実現に資する簡素で効率的な組織体制を構築するため、こ

れまで「重要施策の推進体制の強化」「喫緊の課題への対応」「組織のスリム化・合理化」

を基本的な方針として、組織体制を整備してきたところです。 

平成３０年度についても、これらの方針を念頭に置き、市民サービスの維持・向上に

向け、より一層効果的かつ効率的な行政運営の確保に資する組織体制を構築するため、

４月１日付けで次のとおり組織改正に取り組むこととしました。 

 

２ 組織改正の概要 

 市民人権局        《組織改正案 １頁》 

・ 男女共同参画社会の形成をより一層推進するため、教育委員会事務局から「女性

センター」を移管し、「男女共同参画センター」に改称するとともに、組織体制の強

化を図るため、男女共同参画推進担当部長を「男女共同参画推進部」に部組織化し

ます。 

  ・ 併せて、生涯学習に関する取組との連携を強化するため、男女共同参画推進部に

市民生活部から「生涯学習課」及び「公民館」を移管します。 

 

 建築都市局        《組織改正案 ２頁》 

・ 既存建築物の耐震化の促進をはじめ、今後、増加する老朽建物や特定空家等、既

存建築物の安全の確保に資する施策をより一層推進するため、耐震化推進室を「建

築防災推進課」に課組織化します。 

 

 消 防 局        《組織改正案 ３頁》 

・ 年々増加している救急需要への対応など、救命率の向上を図るとともに、大規模

災害等への対策など、高度化、専門化する警防業務により一層効果的かつ効率的に

対応するため、新たに「救急部」を設置し、同部に警防部から「救急課」を移管し

ます。 

・ 併せて、救急部には、堺市立総合医療センターに併設し、救急課が運用している

「救急ワークステーション」を課相当組織として新設します。 

 

資料１ 
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 教育委員会事務局     《組織改正案 ４頁》  

  ・ 学力向上等の教育課題の解決に向けた取組や、学校教育活動との関わりが深化・

多様化する図書館等の取組を迅速かつ効果的に推進するため、教育次長（局長級）

２人のうち指導担当の教育次長に代え、学校に関わる専門事項や教職員人事につい

て企画調整等を行う「教育監」（局長級）を設置します。これに伴い、管理担当の

教育次長が所掌する事務を変更し、教育次長と教育監のそれぞれの強みを生かした

事務局の管理体制の強化を図ります。 

・ 市民人権局に「女性センター」を移管します。（再掲） 

 

３ 待機児童対策の体制の強化 

  安心して子どもを生み育てることができる環境づくりに向け、４月１日付けで子ども

青少年局子育て支援部に待機児童対策を担当する部長級の理事のほか必要な職員を配置

し、待機児童解消に向けた取組をより一層推進します。 



平成30年度　組織改正（案）

資料２ 



（ 市民人権局 ）

《　現　　行　》 《　改正案　》

局相当組織 部相当組織 課相当組織 局相当組織 部相当組織 課相当組織

市民人権局 市民生活部 市民人権総務課 市民人権局 市民生活部 市民人権総務課

消費生活センター 消費生活センター

戸籍住民課 戸籍住民課

市民協働課 市民協働課

生涯学習課

公民館（6館）

人権部 人権企画調整課 人権部 人権企画調整課

人権推進課 人権推進課

平和と人権資料館 平和と人権資料館

男女共同参画
推進担当部長

男女共同参
画推進部
【部組織化】

（参　　考）

教育委員
会事務局

地域教育
支援部

女性センター

▲

　　移　　管

　　移　　管

生涯学習課▲

公民館（6館）

男女共同参画推進課男女共同参画推進課

男女共同参画センター
【改称】
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（ 建築都市局 ）

《　現　　行　》

部相当組織

建築都市局

局相当組織局相当組織

《　改正案　》

都市計画部

課相当組織

都市政策課 建築都市局

都市計画課

部相当組織 課相当組織

都市計画部 都市政策課

都市計画課

都市景観室

都市再生部 都心まちづくり課

都市景観室

建築課

建築監理課

住宅管理課

臨海整備課

交通政策課

住宅まちづくり課

耐震化推進室

設備課設備課

建築安全課 開発調整部開発調整部

宅地安全課 宅地安全課

建築防災推進課
【課組織化】

住宅管理課

建築課

大仙西地区整備室

公共交通課

高規格堤防推進室

住宅まちづくり課

住宅改良課

大仙西地区整備室

高規格堤防推進室

建築部建築部 建築監理課

都市再生部 都心まちづくり課

建築安全課

臨海整備課

住宅改良課

都市整備部

交通部

都市整備推進課

公共交通課

住宅部

都市整備部

交通政策課

住宅部

都市整備推進課

交通部
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（ 消 防 局 ）

消防署(8署)

第１警防課

予防部 予防部

※臨海分署は西消
防署のみ

※臨海分署は西消
防署のみ

臨海分署

※ 堺、中、
東、西、南、
北、美原、高
石消防署臨海分署

第１警防課

第２警防課 第２警防課

※ 堺、中、
東、西、南、
北、美原、高
石消防署

人事課

警防課

人事課

臨海分署

警防部

救急課

危険物保安課

臨海分署

部相当組織

予防課 消防署(8署) 予防課

《　改正案　》

課相当組織

通信指令課

危険物保安課

予防査察課

消防局 総務部 総務課 消防局 総務部 総務課

《　現　　行　》

消防音楽隊 消防音楽隊

局相当組織 部相当組織 課相当組織 局相当組織

警防部 警防課

通信指令課

予防査察課

救急部
【新設】

救急課

救急ワークステー
ション【新設】

▲移　　管
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（ 教育委員会事務局 ）

支援教育課

《　現　　行　》

部相当組織

地域教育振興課

女性センター

美原こども館

局相当組織

教育委員
会事務局

総務部

教育センター

学校管理部 保健給食課

生徒指導課

総務部 総務課

教育政策課

学校教育部

教職員人事
部

地域教育
支援部

《　改正案　》

教育政策課

総務課

局相当組織 部相当組織

学校総務課

課相当組織

教職員企画課

課相当組織

教育委員
会事務局

学校指導課

中央図書館

図書館（6館）

学童集団下痢
症補償対策担
当部長

施設課

教育環境整備推進室

人権教育課

総務課

教職員人事課

学務課 学務課

学校教育部

教職員人事
部

教職員企画課

中央図書館

学校管理部

地域教育
支援部

学童集団下痢
症補償対策担
当部長

放課後子ども支援課 放課後子ども支援課

【市民人権局へ移管】

教育センター

地域教育振興課

美原こども館

図書館（6館）

施設課

総務課

教育環境整備推進室

保健給食課

人権教育課

生徒指導課

教職員人事課

教育次長
（管理担当）

教育次長
（指導担当）

教育次長

教育監
【新設】

支援教育課

学校指導課

学校総務課
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